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本お知らせは、経済産業記者会、経済産業省ペンクラブ及び消費者庁記者クラブに配布しています 

平 成 2 9 年  4 月 2 1 日 

Ｎ Ｉ Ｔ Ｅ （ ナ イ ト ） 

独立行政法人製品評価技術基盤機構 

 

4 月 NITE 記者説明会開催のご案内 
 

NITE（ナイト）［独立行政法人製品評価技術基盤機構、理事長：辰巳 敬、本所：東京都

渋谷区西原］は、平成 29 年 4 月 27 日（木）に本所ナイトスクエアにおいて、記者説明会

を開催します。 

 

1．テーマ 

ガスこんろや電子レンジの汚れを放置すると火災の原因になります 

～調理器具はこまめに掃除し、周りに燃えやすいものがないか確認しましょう～ 

 

2．記者説明会開催概要 

日 時：平成 29 年 4月 27日（木）10:00～（開場 9:00～） 

会 場：ナイトスクエア 

    （東京都渋谷区西原 2-49-10 NITE 1 階） 

説明内容： 

平成 23 年度から平成 27 年度までの 5 年間に発生したガスこんろ

や電子レンジなどの調理器具の事故 989 件のうち、器具の汚れによ

る事故やこんろ周りの燃えやすいものなどに着火した事故 325 件に

ついて、製品別や事象別の事故発生状況、及び事故事例と事故を防

止するためのポイントを、再現映像を交えてご紹介いたします。 

また、当日は事故の再現映像を収録した DVD を配布いたします。  

（写真）ガスこんろのバーナーキャップが汚れて点火不良となり異常燃焼した様子 

 

参加を希望される方は、記者説明会前日（4月 26 日（水）） 18:00 までに、下記「お問い合

わせ先担当者」へご連絡ください。会場準備のために必要ですので、ご協力くださいますよう

お願いいたします。 
 

  

報道各位へのお知らせ 

お問い合わせ先 

独立行政法人製品評価技術基盤機構 製品安全センター 所長 新井 勝己 

担当者：穴井、田代、向井 

 4 月 25 日（火）まで 

電話：06-6612-2066 FAX：06-6612-1617 

 記者説明会前日（4月 26 日（水）） 

電話：03-3481-6566 FAX：03-3481-1870 
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3．会場のご案内 

 

[ 電車でお越しの場合 ] 
 京王新線「幡ヶ谷」駅から 

徒歩約 10分  

 

 小田急線・東京メトロ千代田線 

「代々木上原」駅から 

徒歩約 15分 

 

4．当日入館時のご注意 

NITE 本所（東京都渋谷区西原）では、入館管理システムとして、セキュリティゲートを導入してお

ります。入退館の際は、受付にて発行する入館許可証が必要となりますので、お手数をおかけいたし

ますが、ご協力くださいますようお願いいたします。 

入館時：受付で外来者用入館許可証をお渡ししますので、セキュリティゲートの読み取り部分にか

ざして入館してください。 

退館時：入館許可証を受付に返却してください。 

※ 庁舎内では、入館許可証を首からお掛けください 

 

5．説明内容概要 
 ガスこんろのグリルや電子レンジの庫内に付着した油汚れや食品かすをそのままにして使ったり、

こんろの近くに布巾（ふきん）などの可燃物を置いたりして着火して火災になる事故が起きています。

また、電気こんろでは、リコール対象製品であるものの未改修であったために、意図せず電源が入り

周囲のものに着火した事故も起きています。毎日使う調理器具の汚れや、こんろなどの周りに燃えや

すい物がないかをチェックして、事故を未然に防ぎましょう。電気こんろはリコール対象製品か今一

度確認しましょう。 

 NITE(ナイト)が収集した製品事故情報※1によると、平成23年度～平成27年度までの5年間に、ガスこ

んろや電子レンジなどの調理器具の事故が989件あり、このうち、器具の汚れによる事故や周囲の燃

えやすいものなどに着火した事故が合計325件（ガスこんろ164件、電気こんろ86件、IHこんろ10件、

電子レンジ60件、電気オーブントースター5件）ありました。これらの事故の中には、建物を全焼す

るなどの火災事故244件や、やけどなどによる死亡、重軽傷事故31件（死亡2件、重傷5件、軽傷24件）

があり、注意が必要です。 
 

（※1）平成 29年 3月 31日現在、重複、対象外情報を除いた製品事故発生件数。 


